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今年度要求のポイント

関連事業

事 業 名 障害者雇用推進事業

事 業 費

障害者雇用推進奨励金 8,600

国が定める障害者雇用率未達成企業に対する納付金の
対象企業が平成27年度より業員101人以上の企業に引
き下げられることから、27年度までに集中して実施

【今後（27年度～）】

その他　特記事項

パンフレット印刷費等

スケジュール（経過及び今後展開）

合計 15,850

60

平成23年度　障害者雇用貢献企業認定事業開始　24社
認定
平成24年度　13社認定
平成25年度　17社認定

在職障害者定着支援事業 2,647 8,385

11,307

7,400

＠1,000千円×1社(新設の特例子会
社・重度障害者多数雇用事業所)
＠300千円×17社(雇用障害者増加企
業)
＠150千円×2社(国の調整金受給企
業)
＠100千円×10社(その他障害者雇用
貢献企業)

平成25年度予算額 平成26年度要求額

全体事業費

26年度要求額項目

国の緊急雇用創出基金事業を活用し、新たに在職障害者定着支援事業を実施

25年度予算

主な要求内容 （単位：千円）

その他

15,85011,3073,037

内容・積算等

65

人件費、事業費、管理経費等

在職障害者定着支援事業の新規実施

【経過（～25年度）】 【26年度】

○堺市障害者雇用貢献企業認定事業
　市が定める基準を満たし、障害者雇用に前向きに取り組む企業を認
定し、企業情報の発信や奨励金の支給など資金面等で支援する。

○在職障害者定着支援事業（新規）
　市内企業に在職中の障害者を対象にITスキル等の向上を目的とした
事務研修を実施するとともに、企業・障害者の相談を受け、定着支援
を行う。
　また、障害者雇用についての好事例を市内へ発信することにより、
市内企業全体の障害者雇用の促進や職域開拓へつなげる。

事業目的

事業内容

　経営環境が厳しい中、障害者雇用についての理解や意識はあって
も、国の定める障害者雇用率を満たす取り組みが難しい企業が多いこ
とから、市内企業における障害者雇用の取り組み好事例を発信し、市
内企業全体の障害者の雇用を促進する。

整理番号 15 - 009

事業期間 　H23　～　H　　

平成24年度決算額

3 局・課名 産業振興局・雇用推進課
マスタープラン
３つの挑戦

子育て
マスタープラン

施策番号
1

区分
新規・拡充

(単位　千円)


